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公取協通信 
 

 
【 警告・注意 】 

4月度は、2社に対して警告、5社に対して注意の措置を講じました。このうち、警告1社、注意1社の事案を紹介します。 

A社 茨城県知事免許（１） 
措 置︓警告 
対象広告︓ポータルサイト 
対象物件︓新築住宅2物件 

おとり広告（契約済み等） 
販売中止後又は契約後、いずれも1か月以上継続して広告(2件) 

 

B社 国土交通大臣免許（５） 
措 置︓注意 
対象広告︓ポスティングチラシ 
対象物件︓新築分譲マンション2物件 

「駅周辺の大型商業施設」、「○○津田沼」等 ⇒ 表示の商業施
設はすでに営業終了しており、利用できない(2件) 

 

 
会議等（○ 主催 ● 外部） 
開催日 会 議 等 開催場所・方法等 

4月8日 
○ ポータルサイト広告適正化部会ワーキンググループ 

(第284回) 
※ 事務局職員が出席 

オンライン 

11日 ○ 申告事案検討会議 事務局 

14日 ● (一社)全国公正取引協議会連合会 第1回理事会 

※ 会長が対応 書面開催 

23日 ● 不動産公正取引協議会連合会 第1回事務局長会 

※ 専務理事、理事・事務局長及び事務局職員が出席 
東海不動産公正取引協議会(名古屋市) 
(オンライン併用) 

24日 ○ 第1回総務委員会 オンライン 

25日 ○ 顧問会計士による会計監査 事務局 

 

加盟事業者主催の公正競争規約研修会への講師派遣 
開催日 主催者 対象者（参加者数） 開催場所・方法等 

4月7日 (株)日住サービス 社員（83名） オンライン 

25日 住友林業(株) 社員（68名） 経団連会館（千代田区） 
（オンライン併用） 

28日 ハウスコム(株) 新入社員等（282名） 大学セミナーハウス（八王子市） 
（オンライン併用） 

１．4月度の措置 

2．4月の主な業務概況 

公益社団法人 

首都圏不動産公正取引協議会 
Real Estate Fair Trade Council 
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Q1 当社が提案するリフォームをアピールするため、中古マンションの広告に間取図を元に
ＣＧで作製したリフォーム後の室内パースを掲載したいと考えています。下図のように「リ
フォームイメージ」と表示すれば、問題ないでしょうか？なお、取引は現況での取引となり
ます。 

 
 
 
 
 
 
 
 

A1 ご質問の様に「リフォームイメージ」と表示するのみでは、表示の価格にリフォーム費用
やイメージに描かれた家具等の費用が含まれており、リフォームをした状態で取引する物件
と誤認するおそれがあり、表示規約第２３条で規定する不当表示に該当するおそれがありま
す。 
現況のまま取引するものについてリフォームした場合の画像等を掲載する場合には、少な

くとも以下の①から④の事項を明瞭に表示するとともに、⑤及び⑥の内容に留意してくださ
い。 
➀ 現況での取引である旨 
② 現況写真や間取り図等を元に、ＣＧで作成したリフォーム画像である旨 
③ リフォーム費用は価格に含まれていない旨 
④ 家具等の調度品、カーテン、照明等を配置した場合には、これらは価格に含まれてい 
ない旨 

⑤ 配置する家具等は当該住戸に設置できるものに限る 
⑥ インターネット広告の場合は、リフォーム画像を当該物件広告の詳細を開いた際に一
番最初に表示しないこと（リフォーム済物件であるとの誤認を防ぐため） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

*「リフォーム後のお引渡しではありません。」の表記でも可 

  

３．不動産広告Ｑ＆Ａ 

【正しい表示例】 
Aマンション 

価格：4,500万円 

現況：居住中 

現況でのお引渡しに 

なります。* 

 

 

 

 

【リフォームイメージ】 
このイメージは間取図を元に、
ＣＧで作成したリフォームイメ
ージで、リフォーム工事費用及
び家具は価格に含まれていませ
ん。 

外観写真 

【表示案】 

Aマンション 

価格：4,500万円 

現況：居住中 

 

 

 
リフォームイメージ 外観写真 
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Q2 太陽光パネルについて、リース方式、PPA方式、債権譲渡方式等で設置しているケースが
ありますが、このような方式で太陽光パネルが設置された物件を広告する際に、必ず記載し
なければいけない内容はありますか？ 
 

A2 「リース方式」、「ＰＰＡ方式」及び「債権譲渡方式」で設置された物件は、太陽光パネル
の設置費用が不要である一方、毎月必要な費用が発生する、売電できない等、自らが設置(所
有)した太陽光パネル付き住宅と比較すると購入者にデメリットが発生します。したがって、
優良又は有利誤認の排除の観点からリース方式等で設置された太陽光パネルについては、以
下の内容を広告に記載してください。 
➀ 契約する事業者名、契約方式及び契約期間 
② 売電できない（収入が得られない）場合はその旨 
③ 月額利用料（リース料、サービス利用料等） 
④ 上記以外にかかる費用がある場合はその額（初期費用（工事費用等）やメンテナンス
費用 等） 

⑤ ＰＰＡ従量課金制の場合、電力単価 
 
【リース方式の表示例】 
 
 
 
 
 
【ＰＰＡ方式（従量課金制）の表示例】 
 
 
 
 
 
 
【債権譲渡方式の表示例】 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

公益社団法人首都圏不動産公正取引協議会（https://www.sfkoutori.or.jp） 
東京都千代田区麹町1-3 ニッセイ半蔵門ビル3階（〒102-0083） TEL︓03（3261）3811 
〈 本通信の内容は、転載可能です。転載の際には、出典を明らかにしてご利用ください。 〉 
例︓「首都圏不動産公正取引協議会発行【公取協通信第 358号】より引用」 

〈太陽光発電システムについて〉 
◆ (株)○○とのリース契約方式 
◆ 契約期間：１０年 
◆ 月額利用料：○○円 
※ その他詳細はお問い合わせください。 

〈太陽光発電システムについて〉 
◆ (株)○○との電気購入契約（ＰＰＡ） 
◆ 契約期間：２０年（契約期間中は余剰電力が発生した場合でも売電はできません。） 
◆ サービス利用料：○○円／月 
◆ 電力単価：○○円／ｋＷｈ 
※ その他詳細はお問い合わせください。 

〈太陽光発電システムについて〉 
◆ (株)○○と売電債権譲渡契約を締結いただきます。 
◆ 契約期間：１０年（契約期間中は余剰電力が発生した場合でも売電はできません。） 
◆ サービス利用料：○○円／月 
◆ 設置工事費用：○万円 
※ その他詳細はお問い合わせください。 

https://www.sfkoutori.or.jp/

